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様式第９号（第３条関係）

◆　申請事業者の概要
（ ）

（ ）

9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9

年 月 日

＊「業種」の欄には、事業内容又は製造品目を具体的に記入する。（記載例:食品メーカー、自動車部品プレス加工、プラスチック成型、段ボール加工等）

※個人事業主の場合、記載不要

*「決算期」の欄は、個人事業主の場合は記載不要

◆　ＤＸツールの概要

導入するＤＸツールについて、仕様・特徴、運用イメージなど詳細を記載してください。

ツールの概要 ※仕様・特徴、運用イメージなど詳細を記載してください。

◆　従業員数

代表者 職名・氏名・生年月日

生年月日 60 11 17 生

職名 代表取締役

補助事業を実施する
事業所の所在地

 昭和 

埼玉県さいたま市浦和区高砂３－１５－１

（フリガナ） コバヤマ　トンタロウ

コバ山　トン太朗氏名

本社所在地
[登記簿上の本店所在地]

（個人事業主の場合は住民票上の住所　）

主たる事業所
（個人事業主の場合は主たる事務所）

業種＊

＜上事業所の所在地と同じ場合は記載不要＞

金属切削加工・部品製造業

＜本社所在地（個人事業主の場合は住民票上の住所）が県内にある場合は記載不要＞

生産・在庫管理システム「ZAIKO　MKⅡ」

型番などツール名

KBTN－3192

SITMC-3151

・各工程の進捗状況やリアルタイムでの負荷状況の可視化。
・部材の在庫状況や製品の在庫状況を自動で集計・分析。
・部材や製品の在庫状況を把握するためのバーコードを発行・読取するための端末
・端末でバーコードを読み取ることで自動でシステムに情報を反映。

30

在庫管理用端末「CHECK＝OK」

(*1)従業員数（役員・個人事業主を除く） *1　従業員:
 「常時使用する従業員」であり、労働基準法第20条の規定に基づく「あらかじめ解雇の
予告を必要とする者」です。日々雇い入れられる者、２か月以内の期間を定めて使用さ
れる者、季節的業務に４か月以内の期間を定めて使用される者、試みの使用期間中
の者は含まれません。

役員・個人事業主 5.0

合計人数 35.0

補助事業を実施
する事業所

*2 非正規従業員:
「常時使用する従業員」のうち、非正規従業員を常勤換算してください。
例）正規従業員20人（所定労働時間週40時間）、非正規従業員5人（週20時
間）の場合の従業員数（常勤換算）。
⇒常勤従業員は40時間勤務が常勤換算で1.0となります。非正規従業員は20時間/
週勤務となり、常勤換算で0.5（20時間/40時間）となります。よって、従業員数（常
勤換算）は22.5人（20人＋0.5×5人）となります。

(*2)非正規従業員数（常勤換算） 5.6

合計人数

正規従業員数（役員・個人事業主を含む） 28

連
絡
先

電話番号 048-830-3788

Ｅ-mail ●●●●＠▲▲▲▲.◆◆◆.jp

設立年月日（和暦） 平成４年　　1１月　     １４日

資本金 10000 千円

決算期* 3月

担
当
者

役職名

氏名 コバ村　トン二朗

総務担当課⾧

埼玉県中小企業ＤＸ導入支援補助金
実施計画書

（フリガナ）

企業等名称

事業形態 1.個人事業主 2.有限会社 ③.株式会社 4.その他

法人番号（13桁）

株式会社コバトン

カブシキガイシャコバトン

（個人事業主は無記入）

人

33.6

全事業所
（本社含む）

人
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１　生産性の向上を要する業務の現状・課題

２　事業計画の内容等

　　　  補助事業計画の「取組内容」「実施体制」「実施スケジュール」を記載してください。

【生産性向上に取り組む予定の業務内容に対して、導入するツールの機能をどのように活用するのかを可能な限り具体的に記入してください。】
本事業では、生産・在庫管理システム「ZAIKO　MKⅡ」を導入し、生産管理・在庫管理の電子化・自動化を行う
本システムでは、生産管理をシステム上で一元管理し、誰がどの工程を行ったかをリアルタイムで可視化することが可能であり、現在保有している各工程用の端末
を用いて、各テンプレートに沿った項目を入力することで迅速に入力作業を完了し、各工程の状況を把握できるようにする。
また、各部材・在庫をバーコードで管理する機能を活用することでリアルタイムでの在庫管理による在庫の適正化や管理の漏れによる事故対応を低減させる。
また、在庫管理を行うにあたり、当社で保有しておらず、同システムの運用（バーコード発行・読取による在庫管理）のために必須であるバーコード発行・管理用
端末を最終工程及び在庫管理部門に計２機リースにて導入する。

【実施体制】

労働生産性向上が必要となっている業務プロセスを具体的に記載してください。
※自社の事業の中で、どのようなプロセスで実行しているのか、DXによる生産性向上の余地があるのか分かるように記載してください。
　　既にDXツールや機器を使用している場合は、製品の概要や使用内容についても併せて記載してください。

【生産性向上に取り組む予定の業務内容の現在の全体スキーム及び改善する過程の内容を可能な限り具体的に記入してください。】
①在庫管理のプロセス
　部材入庫時に発注した担当者が倉庫に設置している紙帳簿に記入 →　部材使用時に使用する担当者が倉庫に設置している紙帳簿で記入 → 管理職が適
宜帳簿を事務所に運び、Excelに反映・確認。

②生産管理のプロセス
　各工程に紙で指示書を作成・提供　→　各担当が作業結果を紙に記入し、各工程の管理職に提出　→　各工程管理職が確認後、Excelに集計。

①・②について、紙に記入・作成している部分を電子化・自動化することや、紙からExcelへの転記作業を省略・自動化することで生産性向上の余地がある。

自社の事業概要を記載してください。
【自社でどのような事業を行っているのかを具体的に記入してください。】
当社は、埼玉県さいたま市浦和区にて平成４年に創業し、○○○部品をはじめとする精密金属切削加工を主たる事業とする製造企業を営んでいる。
現在、○○技法による複雑かつ精密な部品加工・製造を強みとしており、年間で●億●●●万円の売り上げを達成している。

【取組内容】

【生産性向上に取り組む予定の業務内容の現在の状況や課題を可能な限り具体的に記入してください。】
当社の加工業務においては、部材や製品の管理は紙で行っており、各担当が在庫補充や出荷等の際に適宜記入しているため、在庫状況とのずれが発生すること
が多く、月平均で○○回管理職3名が再確認を行う状況であり、その確認作業の際に一人当たり約○時間の確認時間が発生している。
製品についても、在庫状況などがリアルタイムで把握できていないため、受注に対しての生産量が誤っていることがあり、過剰在庫のほか、不足の発覚による緊急で
の追加製造が発生している。
また、各製造工程での生産状況をリアルタイムで把握する方法がなく、手の空いている従業員を繁忙の工程の支援に行かせる判断をするまでに時間がかかってお
り、待機時間が発生することがある。

※事業計画の取組内容や導入するITツールの機能や用途を具体的に記載してください。

自社における現時点での対象業務の概要や労働生産性の状況・課題を具体的に記載してください。
※業界全体ではなく、自社の状況が分かるように記載してください。

※事業計画に取り組む体制や役割を記載してください。

総括責任者: 代表取締役 コバ山　トン太朗（同事業計画全体の統括及び効果検証統括）
実務リーダー: 生産管理部門責任者（２名）（システム等の設定・運用の管理、効果分析）
現場推進担当: 各工程管理者（５名）、在庫管理者（１名）（各担当者への操作指導、効果検証データの収集）

【実施スケジュール】
※実施スケジュールを具体的に記載してください。

令和８年１２月下旬～令和9年1月上旬: 交付決定（第1期・予定）後、システム等の契約・発注
１月～2月上旬: システムの自社最適化・カスタマイズ及びフォルダ構成や管理権限等の設計
2月中旬～下旬: 過去のデータの移行・登録、従業員向けの操作指導・試験運用
2月下旬: 本格運用スタート、導入費用支払、実績報告書の提出
２月下旬～: 運用状況の確認・調整、効果検証
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３　期待される事業の効果

　（１）労働生産性向上の効果

　（２）労働生産性向上計画に基づく労働生産性成⾧率

【積算根拠】

　（３）その他の効果（経営体質の改善）

【取組によって直接発生する生産性向上の内容（効果）及び根拠を可能な限り具体的に記入してください。】
大きな改善点としては、在庫状況の再確認業務（月約○時間）及び製品在庫把握ミスによる緊急追加製造（月約○○時間）が削減・効率化される。
また各工程での業務では以下の業務が削減される。
①在庫管理のプロセス
　部材入庫時の帳簿記入（月約●時間）、部材使用時の帳簿記入（月約●時間）、 帳簿をExcelに反映・確認。（月約●時間）がそれぞれ削減
②生産管理のプロセス
　各工程に指示書を作成・提供（月約●時間）、作業結果の入力（月約●時間）→　各工程管理職のExcel集計（月約●時間）がそれぞれ削減
これらにより、残業時間平均○○時間が削減されるほか、全体の業務時間の○％である一人当たり平均○○時間が省力化されるため、同時間を追加生産の
作業時間に割り振ることで受注件数を月平均○件追加する。

事業
実施後

※本補助事業の対象とする業務の事業実施後の労働生産性向上の積算根拠を記載してください。

【上の表の各項目における計画値を算出した考え方を可能な限り具体的に記入してください。】
・営業利益については、過剰在庫や製造ミスによる不足（年間約○○○万円損失）が削減されるほか、追加での受注分（月平均○件
×利益平均○○万円）の利益増を想定。
・人件費については、残業時間削減による残業代（一人当たり平均月約○万円×○○人）の縮減及び全職員の昇給○％（平均○万
▼千円×３０人）による増加を想定。
・減価償却費については、変動が無いため、決算時と同額にて計上。
・従業員数については、増員の予定が無いため、決算時と同数にて計上。
・平均労働時間について、削減される残業時間（一人当たり平均○○時間）を削減した数値にて計上。

前年度実績値（直前の決算時点）

円

円

円

（決算書から転記）

（自動計算）

期待される補助金活用の効果（直接的な生産性向上による効果、経営体質の改善、企業競争力の強化などにつながる効果）の詳細を記載して
ください。

※労働生産性向上の効果（一人当たりの業務負担量の緩和・残業時間の減少、人員の効率的な配置や高付加価値業務へのシフト等）を具体的に記載してください。

円円 （想定値を入力）（決算書から転記）

計画値（成果等報告時に使用する決算時点見込み）

営業利益（円）・・・A

人件費（円）・・・B

減価償却費（円）・・・C

付加価値額（円）
【D】…A+B+C

（自動計算）労働生産性成長率

※労働生産性向上により、経営体質が改善し、どのくらい売上高や売上総利益、営業利益等の増加や人件費の削減等につながるのかを記載してください。

【（１）で記載した内容以外に発生する効果を可能な限り具体的に記入してください。】
○各工程の繁忙状況のリアルタイム可視化による人員の適正な把握。
　・定量的なデータが無いため、計画に計上していないが適正化によって、約●人分の適切な配置調整によって、〇％の作業工程時間の短縮が図れる。

時間

（自動計算）

従業員数（人）…X

年間平均労働時間（時間）…Y

労働生産性
【D】/（X*Y）

（想定値を入力）

（想定値を入力）

（想定値を入力）

（自動計算）

（給与手当・旅費交通費・賞与を合算・入力）

（勤怠管理状況等から算出）

人人

時間

（自動計算）

円

円

円

（想定値を入力）（決算時の労働者名簿人数から転記）
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４　事業に要する製品及び経費

　　事業を実施する上で必要となる経費を記載してください。

（１）補助金の使途　※中古製品の場合は「製品の名称」欄に「（中古）」と付記してください。

1

2

3

4

5

1

2

3

4

5

1

1

1

1

2

1

　（２）　資金計画

　（３）　補助事業開始時期*及び終了（導入完了）時期（予定）　*補助金の交付決定日以降の日
から

（例）令和○年○月○日、令和○年○月中旬頃から令和○年○月末

キ．
その他

ZAIKO MKⅡ 操作研修費

ZAIKO MKⅡ 操作マニュアル作成費

KBTN－3192

ウ．
機器設置
作業費

型番・品番等

24 84,0003,500

ZAIKO　MKⅡ・CHECK＝OKの連携作業

SITMC-3151

オ．
動作確認、
設定費用

ZAIKO MKⅡ　管理権限等初期設定費用

エ．
機器運搬費

84,000

10,000

経費区分
単価

（税抜）
合計見積額
（税抜）

数量 備考

単位:円

ア．
ITツール・システム
導入・構築費
稼働・運用に伴い
必要な機器購入費

564,000 1

小計

3,090,000

3,654,000

3,090,000

小計

小計

2 20,000

小計 20,000

100,000 1 100,000

カ．
導入
サポート費

60,000 2 120,000 ２回

100,000 1 100,000

小計 100,000

小計 220,000

現預金にて対応可能

開始時期

1,078,000 自己資金

OK
①＋②の合計（A）　※②の額がAの1/2を超える場合、補助対象外 4,078,000

3,000,000
(例) ○○銀行○○支店 (例) 融資内諾を得ている。 (例)補助金支払いまでのつなぎ資金

3,000,000

※補助対象経費の調達について、調達方法・調達先、調達見込み等を記載してください。

補助額(B)

OK

項目 金額 (円) 資金の調達方法・調達先 調達見通し 備　考

補助対象経費(A) 4,078,000

ITツール・システム導入・構築費、機器購入費（ア）＋リース等利用料（イ）の合計　（①）

令和8年12月下旬（交付決定日以降） 終了時期 令和9年2月26日(導入完了予定）

残額(C)=(A)-(B)

○○銀行○○支店  融資内諾を得ている。 補助金支払いまでのつなぎ資金

補助対象経費（Ａ）
※補助対象経費が１０万円未満となる場合は申請できません。

4,078,000

①以外の経費（ウ～キ）の合計 （②） 340,000

補助額（B）＝（A）×3/4　千円未満切捨　又は　上限3,000,000円

3,738,000

ツール・機器の名称

生産・在庫管理システム「ZAIKO　MKⅡ」

ZAIKO MKⅡ　カスタマイズ費用

（見積書と整合するように記入）

在庫管理用端末「CHECK＝OK」

564,000

1

導入時に１年分×２
台分（計２４か月
分）を一括払い

小計

イ．
リース、レンタル、
クラウド、
サブスクリプション等
利用料
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◆　他の公的機関からの補助金又は助成金への申請の有無

◆　他施策への取組について

※該当する認定書等の写しを提出してください。まだ認定等を受けていない場合は、申請する期における申請締切日までに認定書等の写しを提出してください。

　 　「連携事業継続力強化計画」

※本項目に該当していない場合は、本補助金の申請はできません。

申請を行う事業計画に関しては、国・県・市・町・村等公的機関からの補助金または助成金を
申請・受給（予定も含む）していません。

✔

ク．「埼玉県健康経営認定制度」（認定）

ケ．「SECURITY ACTION」 ○

申請日現在で以下の認定等を受けている場合（又は申請する期における申請締切日までに認定等を受ける見込みがある場合）、該当するものに○を
記載してください。

認定等を受けている 認定等を受ける見込みである

ア.　「パートナーシップ構築宣言」

カ．「男性育休推進宣言企業」

ウ.　「経営革新計画」 ○

エ.　「多様な働き方実践企業認定制度」 　

オ.　「シニア活躍推進宣言企業認定制度」 ○

キ．「埼玉県健康経営認定制度」（登録） 　

○
イ.　「事業継続力強化計画」又は ○

○　　上記のうち 「多様な働き方実践企業プライム企業」
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